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第1節　序　技術進歩とレオンティエフ逆説工）
　拙稿「レオンティエフ逆説の研究I：展望」（1999）の結論の1つは、技術が貿易相手
国問で同一という仮定に無理がある一という点であった。そこで、逆説と技術の各国問の差
の関係をどちらかというと、理論的な側面に焦点を合わせて新たな論文を書くことにした
い2〕。
　それは技術進歩の分析の形で最もうまく説明できよう。その理由は2つある。第1に、
ヘクシャー・オリーン・サミュエルソンモデル（HOS）モデルを含め、比較優位理論は
貿易前と貿易後という比較静学分析であり、技術進歩の分析も進歩前と進歩後の比較静学
である。第2に、同時点における国際的な技術格差は、技術進歩分析の時系列的比較静学
を国際的なクロスセクションの比較静学に応用する・ことによって分析可能である。
　レオンティエフ逆説の発見から早くも半世紀が過ぎようとしているが、上記の拙稿がカ
バーしている50，60年代の直後、すなわち1970年に乃oゐ〃olo醐肋肋灼伽〃’舳o肋舳1
〃α伽という本がNBERのコンファレンスシリーズの1冊として発表された。編者である
RaymondVemonは本の序でおおよそ次のようなことを述べてい㌫
1）実は1980年にE．Le㎜erが“konOef　Paradox　Reconsider’’という論文を発表し、konOefの計測手
続きは誤っており、「正しい計測法を使えば、Leontiefと全く同じデータを使って、レオンティエフ
逆説は消滅する」ことを示し、学会の注目を集めた。「もはやレオンティエフ逆説の研究することは
空しい」というわけである。しかし、2年後Brecher㎜d　Choudri（1982）による研究で、Leamerの
テストを別な視点から見ると、逆説は依然として残ることが明らかになった。さらに、レamerのフ
ォーミュラを使った実証研究によると、やはり逆説が発生するケースが数多く報告されている。たと
えば、Leamer自身が共著者になっている、Bowen　et　al（1987）を参照。この論文はLel㎜erのフォー
ミュラを使った実証分析の中でも、最も包括的な研究として、高く評価されている。もっとも
Leamer自身が考案したレオンティエフ逆説に関する「正しい」実証分析方法を使って逆説が広範に
存在することを「証明」したというのは、皮肉である。したがって、逆説の研究は現在でも空しくは
ない。
2）本稿は「レオンティエフ逆説の研究」の一部であ糺もともとの意図はレオンティエフ逆説に関
する展望論文をシリーズで発表することであるが、かなり以前から、ヘクシャー・オリーン・サミュ
エルソンモデルの「貿易パートナー間で技術が同一」という仮定をはずすとどうなるかというテーマ
に興味があり、展望の方は次の機会に譲って、本稿を書くことになった。なお、紙幅と時間の制約
上、本論分を（少なくとも2つの）Partsに分けて書かざるを得ないことをお断りしたい。
4o
　労働と資本といった伝統的な生産要素に加えて技術要因を特別な扱いで3〕取り入れるべ
きだという考え方が定着しつつある。経済学者はTechnological　factorの重要性を十分認識
しながら、それを国際貿易の分析にどのように取り入れるか悩んできた。Vemonは上記
のコンファレンスがこの悩みを解決する一つの方向だと指摘している4〕。
　本稿はこのVemonの精神を（あまりにも遠い過去のものではあるが）5〕受け継いで、貿
易理論における技術進歩6〕の役割について、レオンティエフ逆説の一つの解決策という文
脈で、分析してみたい。以下、第2節では2国、2財、2生産要素の一般均衡モデルを紹介
する。第3節ではこの一般均衡モデルに技術進歩を導入する。第4節は技術進歩とレオン
ティエフ逆説の関係を説明す乱最後に第5節で結論を述べ乱
第2節　単純な一般均衡モデル
最初に最も単純な一般均衡モデルを提示する7）。一連の仮定を列挙しよう。
　（1）　モデルは2国（米国と日本）、2財（製造業製品Mと食品F）、2生産要素（資本
3）「特別な取り扱い」と述べた理由は、2つある。第1に、Jones（1965，p．73〕が指摘しているよう
に、「技術とは資源を商品に変換する方法を意味する」から、生産要素（資源と同義）の一つとして
取り扱うのは、必ずしも適切ではない。たとえば、技術進歩が生産量を増やしたからといって、技術
に報酬を与えるわけではない。第2に、技術こそが、究極的な生産要素という考え方も可能だ。何ら
かの技術がなければ、労働も資本も全く生産活動が出来ない。マルクスが「全ての財の生産から生じ
る価値は全て、究極的には労働に帰する」という労働価値説を唱えたのと、対照的である。
4）実際、Vem㎝編のこの本には、純粋理論的論文が2本、実証研究的論文が5本含まれており、理
論と実証のバランスをとる努力が見られる。
5）「あまりにも遠い過去の．．．」と書いたが、例えば、1995年に出版された肋閉肋oo冶〆〃舳σ肋閉α1
〃o閉o〃c∫，吻工〃ではG．M．GrossmanとE．Helpman著の’TechnoIogyandTrade’’という章が設けら
れている。したがって本稿のテーマは決して古すぎるとはいえない。
6）技術進歩は一一般に生産関数の上方シフトと定義できる。すなわち、本源的生産要素（本稿では労働
と資本）投入が全てn倍になったとき、産出がn倍以上に増加するという現象である。すぐ気付くの
は、この現象が規模に関する収穫逓増（規模の経済性）とそっくりなことである。筆者の理解では、
経済学者は規模の経済性が観察されても、生産関数はあくまで1次同時と仮定し、規模の経済性を
「技術進歩」として処理する。その理由は、規模の経済性は完全競争と整合的でないのに対し、技術
進歩は整合的だからである。もっとも最近は規模の経済性を正面から分析する文献が増えている。さ
らに、ミクロ経済学では不完全競争をゲームの理論で、分析することが、一種の流行になっている。
　1次同時の生産関数を仮定するもう一つの理由は、オイラー方程式を適用すると、生産物の価値
と、各生産要素が受け取る価値の合計がぴたりと一致するため、所得分配を整合的かつ簡単に説明で
きることである。
　もう1つの間題は、時系列データを使って、実証研究をする場合、規模の経済性と技術進歩を区別
することができるかという疑問である。
7）　この節で使うモデルは、J㎝es（玉965）、（1970）にもとづいている。読者はこのモデルで頻繁に
使われる相対的変化率（たとえば、自≡（ぬ〃t）／a，ただし、ここでは、tは技術の水準ではなく、通
常の意味での時間を意味する）が一般均衡分析を単純かつ明快にしていることに気付かれたと思う。
この点でJonesの貢献は高く評価されるべきであろう。しかし、相対的変化率（数学的には対数微
分〕を用いると、経済成長などの分析が容易になることは、50年代から日本人の経済学学者の間で
も広く知られるようになった。たとえば、相対的変化率を広汎的に使ったハmano（1963）の方が、
Jones（1965〕より2年も前に発表されている。しかも、Amano（1963）はロチェスター大学に提出
された博士論文であり、論文の指導教授は他ならないJ㎝esである。おそらく、天野氏とJones教授
の間では、相対的変化率の使用について何らかの意見の交換があったと思われる。（実際、J㎝es
（1965）は冒頭の脚注で、“Mygreatestdebtisto批ihiroAmano，whosedisserta廿㎝wasastimulusto
my　o㎜work”と謝辞を述べている）しかし、いったい誰が相対的変化率の広汎な利用を「発明」し
たのかを突き止めるのは難しいし、あまり生産的なことではないと思われるので、これ以上追求はし
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　　Kと労働L）で構成される。
（2）生産関数は規模に対し1次同次で、各生産要素は収穫逓減の法則に従う。
（3）生産関数は両国の間で同一である。
（4）生産要素は常に完全雇用され、その供給は外生的に決まり、」定である。
（5）　生産要素は各国内の産業間では白由でコストなしで、移動できるが、国際間で
　　は全く移動しない。
（6）財と生産要素（サービス）の全ての市場は完全競争的で、価格は完全に伸縮的
　　である。
（7）財の生産における（生産）要素集約性は財によって異なる。さらに、要素集約
　　性の逆転は起こらない。
（8）両国とも両財を生産する。いわゆる完全特化は起こらない。
（9）KとLの両生産要素ともMとFの両方の生産で使われる。
（10）社会的効用関数が存在し、その関数は貿易パートナー間で同一かつホモセテイ
　　ツクである。
（11）財の貿易には、輸送費を含めて一切の障壁はない。
（12）貿易収支は常にバランスしている。
まず、完全雇用の仮定から
（2．1）　LM＋LF＝L
（2．2）　KM＋Kr＝K
が成立する。ここで、LとKはそれぞれj産業の労働と資本の使用量であり、LとKはそれ
ぞれ経済全体の労働と資本の総賦存量である。次に生産要素投入と生産物産出の関係を、
投入産出係数aijで表す。ここでi＝L，K；j＝M，Fで、例えば、a。。なら食品産業に投入され
る労働のインプットを表す。これを使って、（2．1）と（2．2）は
（2．3）　aLMM＋a甘F＝L
（2．4）　a㎜M＋a㎜F＝K
と書き直せる。ここで、MとFはそれぞれ製造業と食品産業のの生産量である。次に完全
競争の仮定から、
（2．5）　waLM＋raw＝PM
（2．6）　wam＋raw＝PF
が成立する。ここでwは賃金率、rは資本のレンタルプライス、B　C＝M，F）はj産業の生’
ない。この相対的変化率を使った分析は、・（ハットマーク、サーカムフレックスともいう）マーク
を変化する変数の頭にかぶせるのが、慣習になっているので、“Hat　Cal㎝1us’’とも呼ばれ乱その解
説としてTakayam副　（1972），pp．35－38が便利である（ちなみにTakayamaもロチェスター大学で、
Jonesの指導のもとにPh．D論文を書いた）。なお本稿では天野（1964）とBatm（1973）も参照した。
産物の価格である。さらに、投入・産出係数aijは労働賃金／資本のレンタルプライス比率
と技術進歩に依存して変化する。ω≡w／rとし、技術の水準をtで表すと、aij＝aij（ω，t）
である（i：L，K；j＝M，F）。ここで技術、要素賦存、生産物価格を所与とすると、モデル
は8個の未知数を決定する。すなわち、財の生産量（2つ）、各生産要素の産業間分配（4
つ）、及び生産要素価格（2つ）である。一方、方程式は生産関数（2つ）、各生産要素が
それぞれの限界生産物の価値を得るという制約（4つ）、及び完全雇用の確保（2つ）で、
未知数と方程式の数が一致した畠〕。
　次に、（2．3），（2．4），（2．5），（2，6）の各式を（対数）全微分して比較静学を行おう。
（2．3a）　λwM＋λ岬F＝L一［λLM盆LM＋λ岨盆甘］
（2．4a）　λ㎜M＋λ㎜F＝K一［λKM盆KM＋λ冊色㎜］
（2．5a）θ。。愉十θ㎜ト倉。一［θ。。盆。。十θw全。。1
（2．6a）θ納十θ㎜f＝倉。一［θ皿含甘十θ㎜含㎜1
の各式が得られる。ここでλ珀はi要素がj産業で使われる比率、θ珀はi要素のj産業における
要素分配率で、定義からλ、。十λ㎜＝λW＋λ岬＝1で、θ、。十θ。。：θ。。十θ。。：1である9〕。さら
に、いわゆるEnvelopTheoremにより、（2．5a）と（2．6a）の左辺の［］内はゼロになるm）。
　残念ながら、（2．3a）と（2．4a）の右辺の［コ内はゼロにならない。生産要素の相対価
格赤変化したとき、要素集約度は両産業で同じ方向に変化する。この変化の程度は両産業
での要素間の代替弾力性に依存する。それは、次の2式で表現できる。
（2．7）　　σM＝（盆w一含LM）／（愉一f）
（2．8）　　σr＝（盆岬■会㎜）／（曲■f）
以上を利用して、（2，3a）～（2．6a）を次のように書きなおせる。
（2．3b）λ。。M＋λ皿倉＝亡十δ。（愉一f）
（2．4b）　λ㎜M＋λ冊F＝K＋δK（曲一f）
（2．5b）　　θw愉十θKMf＝PM
（2．6b）　　θ甘愉十θKFf＝P』
ここで、δL＝λLMθ㎜σM＋λmθ㎜σF
　　　　δK＝λKMθLMσM＋λ皿θ甘σF
である。以上は供給サイドの分析であり、次に需要サイドの分析の分析が同じくらい詳し
8）　ここで、要素賦存と生産量の関係に対し、財の価格と要素価格の関係が双対（Dual）の関係にな
　っていることに注目してもらいたい。（2．3〕式及び（2．4）式と（2．5）式及び（2．6）式を比べるとaij
　行列が転置行列になっている。
9）　たとえばλ。。＝L．／Lであり、θ。。。a。。w／P。である。ここに書いた等式が成り立つことは特に説明す
　る必要はないであろう。完全雇用の仮定（λoの場合）と完全競争の仮定（刎の場合）が効いている
　ことに注意されたい。
10）　EnvelopmentTheoremのオリジンはVi皿er（1931）である。解説書としては、Silberberg（1990，
　chapter7）と（1974）が勧められ糺もっと簡単な説明はCook（1972）のたった1ぺ一ジの論文に
　見られる。
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くなされるのが自然である。しかし、上記の仮定（10）により、製造業製品と食晶の消費
比率は両財の相対価格のみの関数になり、
（2．9）　M／F＝f（PM／Pr）
と表現できる。これにより、供給サイドは需要サイドから独立して分析できることにな
り、分析が大幅に簡略化されるl1〕。
　ここで、2つの行列とそれに対応する行列式を定義しておこう。
［λコ≡［1二111［θ］…［㍑11λ■≡∴■θ■…㍑
なおλi…λ。M一λ㎜≡λ。。一λ。。、1θ1≡θ。。一θ。。≡λKパλ冊となり、もし、製造業（M）が
食品産業（F）より資本集約的ならiλ＜0，iθ1＜0となる。証明はAmano（1963）と
Takayama（1963）を参照。
第3節　技術進歩の導入
　第2節のモデルに技術進歩を導入してみよう。投入・産出係数は、生産要素の相対価格
（w／r）と技術の水準、tに依存すると考えられる。つまり、
（3，1）　aij＝a葭（w／r，t）
である。相対的変化率（会ij≡（6aij〃t）／aij≡庖／a，j、脚注7を参照）で書くと、
（32）全ij－6ij一もij
と書ける。すなわち、盆ijは、（技術の水準を一定に保ったときの）相対価格の変化に対応
した6，jと（要素相対価格を一定に保ったときの）技術進歩に対応したも、jに分解できる。つ
まり、6，j≡1∂aij／∂（w／r）1／a，j，ち、j≡1∂a－／∂t1／aijである。技術の水準tの変化、つまり技術
11）（8）の仮定は①社会的効用関数が存在するという部分と②その効用関数は貿易相手国間で同一で、
　かつホモセティックという部分からな乱①に関しては理論的に厳密に言えば、存在そのもが否定さ
　れるか、存在しても、社会的効用関数が、個々の消費者の効用関数と同じ性質を持つと主張するのは
　むずかしい。たとえば各消費者が合理的に行動しても、社会的無差別曲線が交差する可能性を示すの
　は簡単にできる。
　　筆者の判断では②の部分は、もし各国の要素賦存比率が、要素賦存の数量の相対的比率ではなく、
　貿易前の要素相対価格で定義できれば、必要ない。そもそもHOSモデルの核心は、財の相対価格と
　生産要素相対価格の間に1対1の関係があることである。もし、効用関数が同」でかつホモセティッ
　クなら、要素賦存の相対比率と財の相対価格の間にも1対1の対応関係があるという「追加的」命題
　が加わるだけである。
　　効用関数が同一でなく、ホモセティッックでもないと、財に対する「偏り」がある場合、レオンテ
　イエフ逆説が生じる可能性は、要素賦存の相対的希少性が数量比率で定義されれば、あるが、要素相
　対価格で定義すればありえない。
　　もともと、要素賦存の希少性を数量の比率で定義するのはおかしな話しである、学部の低学年向け
　の「経済学入門」といったテキストを見ても、経済学の最も基本的な教えは「対象が何であれ、ある
　ものの希少性は需要サイドと供給サイドの相対的関係によって定義されるべきであり、そのものの相
　対価格で計るべきである」のはずである。ホモセティックで同一という仮定は需要サイドを無視して
　希少性を定義することであり、明らかに不適切であり、かつ少なくともヘクシャー・オリーン命題
　（各国はその国に相対的に豊富に存在する生産要素をより集約的に使って生産された財に比較優位を
　持つ）の証明には不必要であ私しかし、これはあくまで筆者の持論であって、学会のコンセンサス
　と言い切る白信はない。
進歩をτで表し、次の重要な2式を導く。
（3．3）　τj＝θ山十θ呵㌦O＝M，F）
（3．4）　τ、＝λ、Mも、M＋λ、、も、（i＝L，K）
θ珀とλijの定義は第2節と同じである。この2式を（2．3b）～（2．6b）式に代入して整理する
と、
（2．3c）　λLMM＋λLrF＝τL＋δL（愉一f）
（2．4c）　λwM＋λ㎜F＝τ。十δ。（愉イ）
（2．5c）　　θLM愉十θKMf＝τM＋P』
（2．6c）　　θ甘愉十θ岬f＝τF＋PF
（2．3c）と（2，4c）を見れば明らかなように、τ。とτ。はそれぞれLとKの代理になっている。
（2．5c）と（2．6c）は各産業で起こった技術進歩が、その産業の製品の価格をどの程度引き
下げるかを示している。財と要素価格に対する技術進歩の効果は次の2式で、
（3．5）　　（声M一声、）＝（一　1θ1／σ）｛（τ、■τK）十■λ■σs　（τM■τr）且
（3．6）　　（愉■f）＝（■1／σ）｛（τL1τK）■　■λσD（τM■τF）≡
のように簡潔に表現できる。Jones（1965）は（τ。一τ。）を「要素格差効果」（differential
factor　e価ect）と、（τパτ。）を「産業格差効果」（di舐erentia1indus町e価ect）と定義し、
（τ・一τ・）（τバτ・）≧Oの場合を、技術進歩が「調和的」（regular）と定義しているユ2㌧し
かし、技術進歩がw／rの変化に及ぼす影響はσ。の値に依存し、P．／P。の変化に及ぼす効果は
σ呂に依存する。具体的には、
（3．7）（曲一f）＞0ifandonly肚σ。＞（τ、一τ、）／1λ1（τ。一τ、）1
（3，8）（倉。一声、）＞0if・・d・・ly並σ、＞一（τ、1、）／11λ（τバτ、）1
となる。さらに、「要素格差効果」と「産業格差効果」は独立ではない。技術進歩が各産
業でHicks中立なら、つまり、bu＝b閑G＝M，F）なら、
（3．9）（τ。一τ。）＝1λ1（τ。一τ。）
という関係が導ける。この場合技術進歩は「調和的」になる。これと対照的に、bi。＝bi。
（i＝L，K）なら、
（3．1O）　　（τM一τF）＝θ「（τL一τK）
という関係が導ける。この場合にも技術進歩は「調和的」である。以上は技術進歩の
（Hicks（1963）の意味での）「中立性」のもとでの特殊な「要素格差効果」と「産業格差
効果」の関係だったが、技術進歩が単に「調和的」な、より一般的な場合には、
（3．11）　（τ。一τK）＝≡QMβM＋Q。β。十』λ■（τM一τ。）
（3．12）　（τM一τ。）＝≡Q。β。十QKβ。十一θ■（τ。■τK）
という2つの関係が導ける。ここで、QM…θ・・λ㎜十θwλ・M，Q・≡θ㎜λ・・十θ冊λ・・，Q・≡
　12）Jones（1965）の脚注17と18参照。
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λ甘θ・・十λ・・θ・・，Q・≡λ岨θw＋λ。。θ。。で、定義により、Q。十Q。≡Q。十Q。となる。一方βj
≡br　b囚，G＝M，F），βi≡bi。一bi。，（i＝L，K）である。定義により、θ。τ。十θ。τ。芸θ。τ。
十θKτKとなる。
　この他にも技術進歩の効果は、非常に多くの種類があり、分類法（taXonOmy）だけで、
長大な論文が書ける。2国、2財、2生産要素という制約の強いモデルの下でも、①どちら
の（財を生産する）産業の技術進歩がより強いのか？②どちらの国の技術進歩がより強
いのか？　③どちらの生産要素をより多く節約するような技術進歩なのか13〕？　の少なく
とも3つの問いに答えなければならない。（技術進歩のtaxonomyについては本稿の
Appendixを参照されたい）
第4節　技術進歩とレオンティエフパラドックス14）
　第3節の（3．5）式と（3．8）式から、HOSモデルでは労働豊富国では労働集約財に比較
優位を持つ。しかし、両国の技術に差があると、この命題がひっくり返る可能性が出てく
る。それは、労働豊富国の貿易相手国が、労働集約財の生産において、十分な技術的優位
を持つ場合である。要素賦存比率と技術の両方が2国間で異なる、より一般的な場合にお
ける、財の相対価格の決定は、
（4．1）（倉、一倉、）一一11λ1（σ、・σ、）l1’1（L一自・（τ、一τ、）・1λ1σ、（τ。一τ、）1
という式で簡潔にまとめられる。この式によって、貿易前（autarky）の2国の財価格の差
を要素賦存の差と技術の差の両方から説明できる。
　国際貿易論のテキストを読むと、ほとんど例外なく、「比較優位の理論」としてリカー
ドのモデルが紹介される。リカードモデルは労働だけが本源的生産要素であり、「リカー
ドは比較優位、あるいは比較生産費という概念を確立したが、それらがどのような要因に
よって生じるのかは明らかにしなかった。最初に比較優位の発生要因を明らかにしたのは
Heckscer（1919）であり、それを発展させたのがOhlin（1933）であるので、ヘクシャ
ー・オリーンモデル（H0モデル、あるいはモデルを数学的に精綴化したSamuelsonを加
えて、HOSモデル）と呼ぶ」といった記述が多く見られる。
13）場合によると、たとえば、大規模な資本設備を導入して、人件費を節約するような場合、生産物
　1単位あたりの労働投入は減っても、資本投入は、かえって増えることは考えられる。この場合生産
　要素全体は節約になっている必要がある。そうでないと、技術進歩ではなく技術退歩になってしま
　う。一般的には技術退歩はありえない。なぜなら、生産者は技術退歩の可能性に直面した生産者はそ
　のような「新」技術を選ばず、現行の技術を使い続けることができるからである。
　　もっとも・パソコンソフトでときどき見受けられるように、「新しいバージョンは、より機能が充
　実したのは事実だが、古いバージョンの方が使いやすかった。しかし、新バージョンを買わざるを得
　ない。なぜなら，新バージョンで古いファイルが読めないことはありえないが、その逆は多いにあり
　うるからだ、」という現象は実際に起こっているが。
14）　この節の内容はいささか古めかしく、研究され尽くされた観がある。筆者の当初の構想では、伝統
　的な外生的技術進歩ではなく最近の学会の主流である、endog㎝ous　tech皿ic副1changeとレオンティエ
　フ逆説を結びつける予定だったが、時問と紙幅の制約で、伝統的分析にとどめた。
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　しかし、この解釈は正確ではないと思われる。リカードはイギリスが衣類を、ポルトガ
ルがワインを輸出するという有名な例を示したが、両国の労働生産性の差はインプリシッ
トに含まれる、労働以外の生産要素（例えば気侯）によって説明されるかも知れない。あ
るいは、両国問に技術水準の差があると解釈できることも可能である。リカード本人の意
図は別にして、リカードモデルをHOSの特殊例とみなすことは単なるこじ付けとは言い
切れないであろう。
　リカードは労働価値説に基づいてモデルを作成したが、今日、労働価値説をまじめに受
け止めるのは、一部のマルクス（原理的）経済学者を除けば、皆無であ乱そこで・筆者
は新リカードモデルとして、労働と資本の2生産要素を持ち、HOSとは対照的に貿易パー
トナー間の技術の格差（全要素生産性格差）によって貿易パターンを説明する一般均衡モ
デルを提示できると思う。
　Johnson（1970）はHOSモデルの中で、生産要素の質を考慮するアプローチをNeo
Factor　Propo肘ion　Account、技術格差を取り入れたアプローチをNeo　Techno1ogy　Accomt
と名づけている15〕。
　1953年にLeontief（1953）がヘクシャー・オリーンモデルの実証分析を行い、いわゆる
レオンティエフ逆説が登場した。この逆説は経済学史上まれにみるほど大きな反響を引き
起こした。そのなかで、HOSモデルにとって代わるモデルを提示する試みも多く見られ
た。しかし、HOSを補完することは出来ても、完全に代替するできなかった。その最大
の理由は、」般均衡モデルといえるのはHOSモデルだけであることであろう。
第5節　結論
　本稿のねらいは、各国間の技術が同一でない場合、HOSモデルがどう変わるのか、あ
るいはレオンティエフ逆説は「解消」するのかを、明らかにすることであった。残念なが
ら、こうした「ねらい」は、十分明らかに出来なかった。しかし、技術の各国間の差がレ
オンティエフ逆説を説明できることは明らかになったと思う。要するに、HOSモデルの
核心は財の相対価格と生産要素価格の相対価格の間に1対1の対応関係があることであり、
幾何学的に言えば、縦軸に要素相対価格、横鞘に財の要素相対価格をとると、両国の曲線
が重なるはずである。ところが、技術が異なると、2本の曲線が現れる。その事実がHOS
命題の成立を妨げているのである。
15）　ここでは、Jones（1970），Minabe（1966），Johnson（1963），C1emhout（1963），天野（1959），
　（1964），Hirsch（1975）を参照した。
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Appendix1技術進歩に関するNote’石〕
　生産者行動の理論において、「技術」とは、生産要素の投入と生産物の関係を規定する
様々な知識の集合である。この技術の変化を技術進歩（technica1progress）と呼ぶ。通常
技術進歩は生産関数の上方シフトとして捉えられている。ほとんど全ての文献において、
技術進歩はf（K，L，t）のようにK（資本）、L（労働）に加えてtという変数を加える形を
とる。しかし、よく誤解されるのは「技術進歩が時間の関数というのは、時問の経過が原
因で、技術進歩が結果ということになり、あまりに形式的で、経済学的でない。もっとは
っきり言えばナンセンスだ」という批判である。筆者の見解では、tは単に技術進歩に時
点を割り振るインデックスであって、技術進歩が時間の関数というわけではない。生産関
数をy（t）＝（K（t），L（t），A（t））と書くと分かりやすいかも知れない。ここでyは産出、A
は技術のt時点での水準である。ただしA（t）はKやLのような変数ではなく1種のシフト
パラメターと理解した方がよい。本来技術進歩とは生産関数の上方シフトであるから、進
歩のたびに新しい関数を定義する方が正しいが、そのようにすると数学的な操作が困難に
なるので、シフトパラメターA（t）を生産関数内に導入する。
　技術進歩という概念を理解する上で、次のような分類法が役に立つかもしれない。第1
に体化された（embodied）技術進歩と、体化されない（disembodied）技術進歩の区別が
ある。全ての生産要素が量的にも質的にも変化していなくても生産水準が増えることを体
化されない技術進歩という。このタイプは分析が容易なので、よく研究されているが、現
実の技術進歩が体化されないタイプであることはまれだろう。
　体化された技術進歩とは最新鋭の資本設備や最新の教育・訓練を受けた労働者などに適
応する。つまり、生産要素はもはや同質的とはみなされない。資本なら製造年月日
（Vintage）が新しいほど効率がよいと考える。労働なら年齢、経験の長さ、受けた教育や
訓練の程度に応じて効率の差が出ると考える。
　第2に、技術進歩の偏向に関する分類がある。技術進歩の偏向と（偏向がないという意
味の）中立の定義は数多くある。例えば、Sato－Beckman（1968）は実に14種類の中立性
の定義を提示している。しかし、ここでは最もよく知られている次の3種類を説明する。
これら3つの中立性の定義は「技術進歩によっ．て、所得分配が影響を受けない」ことを基
準にして決めている点で共通している。
　ヒックス中立性：技術進歩が起こってもK／Lが一定なら、KとLの限界代替率も」定、
したがって所得分配率も一定なとき、その技術進歩はヒックス中立的といわれる。資本分
配率が増加すれば、労働節約的（ないし資本使用的：capital　augmenting）と呼ばれる。
労働分配率が増加すれば、資本節約的（ないし労働使用的：labor　augmendng）と呼ばれ
16）　このNoteは、佐々波楊子・浜口・千田（1988）　『貿易調整のメカニズム：輸出入のミクロ的基
　礎』文眞堂の中で私が執筆した部分、特にpp．63－74を参考にしれ
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る。ヒックス中立的技術進歩のもとでは、KとLの限界代替率が技術進歩から独立であ
り、生産関数は
　　F（KL，t）＝A（t）・F（K（t），L（t））
という形に書ける。
　ハロッド中立性：技術進歩が起こっても、Kの限界生産力が一定なら、K／Y（Yは生産
物）が変化しないとき、その技術進歩はハロッド中立という。資本（労働）分配率が増加
すれば、労働（資本）節約的となる。ハロッド中立の技術進歩のもとでは資本生産性は資
本の限界生産力のみの関数であり、技術進歩から独立である。生産関数は
　　F（K，L，t）＝F（K（t），A（t）・L（t））
の形に書ける。
　ソロー中立性：ハロッド中立とちょうど対称的なのがソロー中立である。技術進歩があ
っても、労働の限界生産力が」定である限り、労働生産性が変化しないとき、その技術進
歩はソロー中立的と呼ばれる。そのとき労働生産性は労働の限界生産力のみの関数であ
り、技術進歩から独立である。生産関数は
　　F（K，L，t）＝F（A（t）・K（t），L（t））
の形に書ける。ここで注意すべきなのは、資本増加的（capita1augmenting）とは技術進
歩が資本の量的増加という形で表現できるということであり、技術進歩が資本に体化され
ているか否かとは全く無関係なことである。
　ここで、技術進歩に関するtaXOnOmyに関してまとめておこう。
　（a）外生的技術進歩………（1）体化されない技術進歩
　　　　　　　　　　　　　（2）体化された技術進歩
　（b）内生的技術進歩………（3）Inducedtechnicalchange
　　　　　　　　　　　　　（4）Endogenous　technical　change
　（a）は技術進歩がどのようなメカニズムで発生したかを説明できない。いわば天からふ
　　ってきた“mana”（超白然力）のように発生する。（1）は技術進歩が資本や労働等
　　の生産要素の「質」とは無関係に発生する（2）は技術進歩が生産要素の質の向上と
　　いう形で実現する。
　（b）は技術進歩が発生したメカニズムを説明する。（3）は60年代に発表されたもので、
　　現在では、ややoutdateである。基本的には技術進歩が発生する原因を明らかにす
　　る。例えば、資本のレンタル・プライスに比べて、労働の賃金が相対的に高まれば、
　　労働節約的な技術進歩が発生するというものである。（4）は1969年のKamien－
　　Schwartzの論文がパイオニアで、最近の経済成長論の最先端Endogenous　Growth
　　Theoryの重要な要因である。
技術進歩とレオンティエフ逆説（p航1）
　技術進歩の分析にとって、Nicolas　Ka1dorの有名な6つの“Stylレed　facts”
けにはいかない。原論文から要約して引用すれば、
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に触れないわ
　　（1）集計された生産物と労働生産性は連続的に上昇している。
　　（2）資本・労働比率が連続的に上昇している。
　　（3）資本の利潤率が一定である。
　　（4）資本・産出物比率が一定である。
　　（5）資本分配率と投資・産出物比率の間に高い相関関係があ㌫両者とも一定であ
　　　　　る。
　　（6）労働生産性と集計された生産物の増加率は国によってかなり異なる。
　これらを満たす経済成長モデルは、何らかの技術進歩を取り入れる必要を示唆してお
り、しかもそれはハロッド中立的でなければならない、というコンセンサスが確立してい
る。とはいうものの、実際の技術進歩の研究では（特に国際貿易論では）ヒックス中立な
いし、ヒックスの意味での偏った技術進歩が使われることが多い。
追記1本稿の研究は早稲田大学の1999年度の特定課題研究費によって可能となった。記して深く感謝
　　　したい。研究費申請の時に提示したテーマには必ずしも一致しなかったのは残念であり、お詫び
　　　したい。
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